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計画の策定にあたって1
計画策定の背景

計画の期間

近年は、人口減少や少子超高齢社会の進行、生活様式や価値観の多様化などにより、人と人と
のつながりが弱まりつつある一方で、大規模災害への備えや、生活困窮、身寄りのない高齢者、虐待、
ひきこもり、8050問題、ダブルケア、ヤングケアラー等の従来の制度だけでは十分に対応できない
新たな課題も増えており、地域福祉の役割はこれまで以上に重要になっています。

国及び静岡県の動向や本市における地域福祉を取り巻く現状等を踏まえ、引き続き市民が安心
して暮らし、ウェルビーイングが向上するまちづくりを進めていくため「第５次三島市地域福祉計画・
第５次三島市地域福祉活動計画」を策定し、地域福祉施策を総合的かつ計画的に推進していきます。

■ 三島市の関連する計画期間

本計画は令和８年度から12年度までの５か年計画とし、３年目に事業の進捗状況を確認することで、
柔軟な対応を図ります。

2024
（R6年度）

2025
（R7年度）
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（R8年度）

2027
（R9年度）

2028
（R10年度）

2029
（R11年度）
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（R12年度）

2031
（R13年度）

2032
（R14年度）

2033
（R15年度）

2034
（R16年度）

2035
（R17年度）

第 4 次
地域福祉計画・
地域福祉活動計画

第 5 次
地域福祉計画・地域福祉活動計画

第 6 次
地域福祉計画・地域福祉活動計画

❶

❷
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計画の位置づけ

「第５次三島市地域福祉計画」は、社会福祉法第107条の規定に基づく、地域福祉の推進を一体的
に取り組むために策定する計画です。本計画は、市の最上位計画である「第５次三島市総合計画
後期基本計画」との整合性を図るとともに、高齢者、子ども、障がい者等の分野別計画の上位計画
として位置づけ、各分野別計画における理念や取組との整合性を図り、具体的な取組は個別の計画
で推進するものとします。

また、地域の課題解決に取り組み、より良い地域社会の構築に主体的に関わっていくための具体的
な行動計画である「第５次三島市地域福祉活動計画」を一体的に策定します。

さらに、本計画は福祉に関する総合的な視点に基づくものであることから、再犯の防止等の推進に
関する法律（再犯防止推進法）第８条第１項に基づく「地方再犯防止推進計画」と成年後見制度
の利用の促進に関する法律第14条に基づく「成年後見制度利用促進基本計画」を包含した計画と
します。

■ 計画の位置づけ

❸
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■ 少子超高齢社会が進行し、若い世代の人口が減少している一方で、高齢
夫婦世帯や高齢単身世帯が増加しており、支え合う人材の確保と育成が求
められています。

■ アンケートでは「福祉に関心がある」と答えた市民は約７割に上りますが、
「福祉との関わりがない」と答えた人が約８割となっており、関心と実際の
行動との間に乖離があります。

■ 福祉教育の場として「学校教育の中で学ぶ」ことが重視されており、子ども
や若者の段階から福祉意識を育てる仕組みや、教育機関と福祉関係団体
との連携強化が求められています。

本市を取り巻く主な現状と課題2
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本市を取り巻く状況やアンケート調査、第４次計画の評価等を基に、地域共生社会の実現に向け、
「人づくり」「地域づくり」「仕組みづくり」の三つの視点から課題を整理します。

人づくりに
関する課題

1

■ 世帯構成の変化により、単身世帯や小規模世帯が増加し、地域でのつな
がりが弱まりつつあります。近所付き合いについて「近所に住む者同士が、
親しく相談したり、助け合ったりするのは当然である」と回答した人は令和
２年の調査では 42.7％でしたが、令和６年の調査では 30％と大幅に減少
しており、互助の基盤が弱体化していることがわかります。

■ 地域行事や自治会活動への参加については「全くしない」「ほとんどしない」
と回答した人が４割近くを占め、地域活動の担い手不足と住民参加の低下
が進んでいます。

■ 地域における災害時の備えとして「あいさつ・声かけ」「避難訓練」「要支
援者の把握」など日常の関わりや地域体制づくりを重視する声が高まって
います。特に災害時に避難の支援を要する人の把握を求める割合は増加
傾向にあり、防災・防犯体制における地域住民の関わりに課題があります。

地域づくり
に関する
課題

2

■ 高齢化に伴い要介護・要支援認定者が増加しており、相談支援や福祉サー
ビスの充実が急務です。

■ 生活保護世帯は緩やかに増加しているとともに、「三島市生活支援センター」
の相談件数はコロナ禍をピークに現在は横ばいで推移しており、生活困窮
者や弱者を支える仕組みの継続的な支援が必要です。

■ 地域生活の中での悩みや困りごとの相談先は「配偶者や親などの親族」、
「友人・知人」が中心であり、公的機関への相談は低調となっています。
市役所や地域包括支援センターなどで実施している相談体制の認知度向
上が課題です。

仕組み
づくりに
関する課題

3



計画の方向性3
基本理念

基本目標

❶

❷
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地域のつながりを深め共に支えあい、
安全で安心して暮らせるウェルビーイングなまち・三島
地域福祉の課題を克服していくためには、市民と関係機関、行政等の連携を深め、地域活動を

活性化し、「地域共生社会の実現」を目指していくことが重要です。また、誰一人取り残さずに、
住民一人ひとりが心身ともに健康で、社会的に良好な状態にあるだけでなく、生きがいや人生の
意義を感じ、将来にわたる持続的な幸福を実感できるようなまちを目指します。

支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり
市民、自治会・町内会、ボランティア・ＮＰＯ、福祉サービス事業者等の

地域の多様な主体に対して、地域共生の理解促進と意識醸成を図るとともに、
福祉人材の確保・育成等を推進します。

つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり
地域活動やボランティア活動の推進により、地域のつながりを深め、災害等

においても強い地域づくりを推進します。

必要な支援があまねく行き届き、
安心して暮らせる仕組みづくり
地域のつながりを育み、社会的孤立など制度の狭間にも対応し、支援して

いくため、関係機関の協働による包括的な支援体制の拡充や権利擁護の
推進など、福祉の基盤づくりに向けた取組を推進します。

基本目標 3

基本目標 2

基本目標 1



施策の体系図❸
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基本目標 1

基本目標 3
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基本理念 基本目標 基本方針 施策

支え合い、
助け合う
意識の醸成と
人づくり

基本目標 2

つながりと
寄り添いを
はぐくむ
地域づくり

必要な支援が
あまねく行き届き、
安心して暮らせる
仕組みづくり

（1）福祉制度やサービスの周知

（2）多様な手段を活用した情報提供の充実

（3）情報アクセシビリティの向上

（1）教育機関と連携した福祉教育の推進

（2）福祉人材の確保と養成の推進

（1）地域を支えるネットワークの構築

（2）市民と取り組む活動への支援

（3）地域で取り組まれている活動への支援

（1）地域でつながる機会の創出

（2）生きがいや社会参加の支援

（3）地域で行う健康づくり

（1）災害時の助け合いの仕組みの強化・充実

（2）地域の安全確保と見守りの推進

（3）ユニバーサルデザインの推進

（4）再犯防止に向けた体制づくり

（1）分野横断の相談支援体制の強化

（2）地域と連携した情報共有体制の推進

（3）困難な問題を抱える人への支援の推進

（4）重層的支援体制の整備

（1）成年後見制度の利用促進

（2）差別や偏見の解消と暴力・虐待の防止

1 地域共生の
意識づくり

2 地域共生の人づくり

1 地域で支える
支援体制の拡充

2 誰もが参加できる
活動支援

3
安全・安心な
地域体制づくり
の推進

1 包括的な
支援体制の拡充

2 権利擁護の推進



地域福祉計画における施策の取組4

06

地域共生社会の実現には、市民一人ひとりが福祉への関心を深め、意識を高めることが不可欠です。
現在、人口減少や単身世帯の増加、コロナ禍による市民意識の変化など、地域を取り巻く環境は激変し
ています。市民アンケートでは、約７割が福祉に「関心がある」と回答する一方で、約２割の層が「関心が
ない」状況にあり、年齢や障がいの有無、国籍を問わず、すべての市民に情報が届くよう、多様な媒体を
駆使した情報発信を行い、地域共生の意識醸成を図ります。
また、子どもの頃から多様な人々と触れ合い、多様性を尊重する豊かな人間性を育むことは、地域

共生を形成するうえで重要なことです。学校教育や社会福祉協議会と連携した福祉教育を軸に、ライ
フステージに応じた学びの場と機会を確保し、福祉教育の提供や人材育成を通じて、地域共生社会を
支える「人づくり」を推進します。

支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり基本目標 1

地域共生社会の実現には、個人と地域で活動する団体が相互に連携し、個人が地域を、地域が個人
を互いに支えることが重要です。市民アンケートでは地域に求める支援として「安否確認」や「避難支援」
を求める声が多く、地域の手助けが強く必要とされています。社会福祉協議会、民生委員・児童委員、
自治会等の連携を一層深め、情報共有を密にすることで、誰一人取り残さない地域づくりを推進します。
また、市民が主体的に地域福祉に関わり、地域活動に参加することも重要です。現在、約４割の市民

が地域活動に参加できていない現状を踏まえ、活動の周知啓発を強化するとともに、きっかけづくり、
交流する機会づくり、健康づくりを進め、誰もが地域での活動に参加しやすくなるような支援を行います。
さらに、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、防災・防犯体制を強化します。アンケート

では日頃の挨拶や避難訓練への意識向上が見られており、今後もこの意識醸成を推進し、安全・安心
な地域づくりに取り組みます。

つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり基本目標 2

誰もが安心して暮らすためには、属性を問わず必要な支援が切れ目なく行き届く体制が必要です。
市民アンケートでは、困りごとの相談先が親族や友人に偏っており、市役所や社会福祉協議会、地域
包括支援センター等の公的機関の認知度向上が課題となっています。本市ではこれまで包括的な相談
支援体制を整備してきましたが、今後はより複雑化・複合化する課題に対応するため、多様な主体と
の連携を深め、支援体制を一層強化・拡充します。
また、多様な人々が共生する中で、差別や偏見のない社会の実現も重要です。超高齢社会の進行に

伴い、認知症などで判断能力が不十分な方への権利擁護の推進が求められています。成年後見制度の
認知度は「内容まで知っている」層が３割に満たない現状を踏まえ、制度の周知啓発と利用促進に取り
組みます。教育や啓発活動を通じ、あらゆる立場の人の権利を尊重し、偏見を解消することで、地域
共生社会の実現を目指します。

必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり基本目標 3



第５次三島市地域福祉活動計画
計画の策定にあたって1
計画の位置づけ

計画の期間

❶

❷

本計画は、三島市が策定する「三島市地域福祉計画」で掲げられている地域福祉の理念及び方向
性を共有し、両計画を一体的に策定します。相互に連携し、補強・補完し合いながら、地域共生
社会の実現や地域福祉の推進を図ります。

■ 計画の期間

本計画は「第５次三島市地域福祉計画」と同様の令和８年度から12年度までの５か年計画と
します。
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2027
（R9年度）

2028
（R10年度）

2029
（R11年度）

2030
（R12年度）

2031
（R13年度）

2032
（R14年度）

2033
（R15年度）

2034
（R16年度）

2035
（R17年度）

第 4 次
地域福祉計画・
地域福祉活動計画

第 5 次
地域福祉計画・地域福祉活動計画

第 6 次
地域福祉計画・地域福祉活動計画

■ 計画の位置づけ

三島市地域福祉計画

三島市総合計画

07

一体的に
推進

地域福祉における理念・方向性 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

こども計画

障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画

その他（教育・防災・スポーツ・人権　など）

地域

個別計画による具体的施策

見直し 進捗確認 見直し 進捗確認 見直し

具
体
的
な

事
業
の
実
施

三島市社会福祉協議会
三島市地域福祉活動計画



方針と基本目標2
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市民、自治会・町内会、福祉関係団体、学校、社会福祉法人など地域の多様な主体に対し、
地域共生の理解促進と意識醸成を通じて福祉活動への参加を促進します。あわせて、地域課題
の解決やコミュニティの発展に向け、地域社会を支える担い手として参画することを推進します。

支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり基本目標 1

住民同士の交流を促進し、人と人とのつながりを深めるとともに、住民ができる範囲で主体的に
地域課題の解決に取り組めるよう支援します。あわせて、ボランティア活動の活性化に向けた基盤
強化など、誰もが活躍できる福祉活動を推進します。これらの平時の取組を積み重ねることで、
災害等にも対応できる地域づくりを進めます。

つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり基本目標 2

属性を問わず、困りごとを抱える世帯からのさまざまな相談を受け付ける相談支援体制を構築し
ます。また、関係機関の協働による包括的な支援体制の整備や権利擁護の推進など、福祉の基盤
づくりに向けた取組を推進します。

必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり基本目標 3

基本理念及び地域共生社会の実現に向けた市社協の方針

市社協では、本計画の基本理念に基づき、小地域福祉活動の展開、福祉教育の開催、各種
福祉団体とのつなぎ役を担うなど、地域に直接働きかけるような地域福祉活動に取り組みます。

また、市民が我が事として主体的に地域に関わり、福祉が円滑に巡り、市民が抱える困
りごとや悩み、不安などが地域で解消されるよう、地域住民に寄り添いながら助言や支援
を行っていくことで、誰もが自分らしく住み慣れた地域で安心して暮らしていける地域共生社
会の実現を目指します。

地域のつながりを深め共に支えあい、
安全で安心して暮らせるウェルビーイングなまち・三島

基本
理念
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地域のつながりを深め共に支えあい、
安全で安心して暮らせるウェルビーイングなまち・三島

基本
理念

施策の体系図3

市の基本方針

１　地域共生の意識づくり
２　地域共生の人づくり

市社協の基本方針

１　福祉意識の醸成
２　地域の担い手づくり

支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり基本目標 1

市の基本方針

１ 地域で支える
 支援体制の拡充
２ 誰もが参加できる
 活動支援
３ 安全・安心な地域体制
 づくりの推進

市社協の基本方針

１ 声をかけあい、支え合う、
 つながる地域づくり
２ ボランティア活動に
 参加しやすい環境づくり
３ 強くてやさしい
 安全・安心な地域づくり
４ 安心して暮らし続けることができる
 思いやりのあるまちづくり

つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり基本目標 2

市の基本方針

１　包括的な支援体制の拡充
２　権利擁護の推進

市社協の基本方針

１　分野を横断した相談支援体制づくり

必要な支援があまねく行き届き、
安心して暮らせる仕組みづくり

基本目標 3

基本
目標
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福祉を知る機会の創出
○福祉教育の実践　○福祉教育推進マニュアルの作成　○福祉教育講師の確保　
○福祉教育サポーターの養成　○市民等に向けた福祉啓発の実施　
○心のユニバーサルデザイン、心のバリアフリーの推進　○社協だより「はつらつ」の発行　
○ホームページの運営　○ＳＮＳを活用した情報発信　ほか

福祉活動への参加促進と地域の担い手の育成
○地域に向けた講座の開催　○地域支え合い会議の開催　○地域の担い手の育成　
○居場所の支援　○当事者組織の支援　○ボッチャによる交流の場の運営　
○行事用備品の貸し出し　○ボランティアビューローの設置・運営　
○ボランティア講座の開催　○ボランティア・ミーティングの開催　ほか

地域における交流の促進と住民主体による課題解決力の強化
○コミュニティソーシャルワーカー及び第２層生活支援コーディネーターによる地域支援　
○小地域ネットワーク活動の推進　　○世代間交流の推進　
○“赤い羽根”身近な地域の居場所づくり助成事業　○“赤い羽根”こどもの居場所づくり助成事業
○“赤い羽根”地域福祉活動立ち上げ助成事業　ほか

ボランティア活動活性化に向けた基盤強化
○社会貢献に取り組む企業の発掘・支援　○“赤い羽根”ボランティアグループ事業費助成事業
○“赤い羽根”児童健全育成団体事業費助成事業　○三島市子ども会連合会活動支援事業　
○三島市ボランティア連絡協議会の運営　　○ボランティア保険窓口業務　ほか

災害時の体制整備と防犯活動の促進
○災害ボランティアセンター運営訓練　○災害ボランティアセンター運営マニュアルの定期的な見直し
○災害ボランティアコーディネーター養成講座　○災害ボランティア連絡会の開催　
○平時からつながる災害時支援活動意見交換会の開催　○災害ボランティア活動用資材の確保・充実　ほか

地域の多様な主体の参画とユニバーサルデザインの推進
○フードドライブの推進　○福祉車両・車いすの貸出し　ほか

相談体制の充実と権利擁護等に関する事業の推進
○ふくし総合相談　○コミュニティソーシャルワーカーの配置　○相談窓口意見交換会の開催
○三島市社会福祉会館で行われている相談窓口の周知　○生活福祉資金の貸付　
○生活一時扶助金の交付　○食料支援　○歳末見舞金の贈呈　
○準要保護世帯児童・生徒への修学旅行費用の助成　ほか

施　策
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